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〔論　説〕
員を含め，2018 年 3 月末までにグループで 100 人の採用を計画する。通常，同社では正
社員になるには週 40 時間の労働が必要だが，社員の事情に合わせて働き方の選択肢を広
げる。また非正社員やアルバイトから限定正社員になれる転換制度がある。ファミリーレ







入している。2014 年 4 月に，「モスバーガー」を運営するモスストアカンパニーは，「支
社のエリア内の転勤のある正社員」より基本給が 1万円少ないが，昇進・昇格では区別し
ない限定正社員制度を導入した。2016 年 3 月に，コールセンター大手，ベルシステム 24
は，転勤のない地域限定正社員制度を導入した。同社の制度では，地域限定社員になる場
合，現在の勤務地での転換が原則である。新卒で入社後，4年目から選択できる。初の募
集だった 2017 年 3 月だけは，特例で最初の勤務地に移ることが認められた。全国転勤が
ある正社員と地域限定正社員の相互転換も可能である。ただ，地域限定正社員への切替は
毎月受け付けているが，全国転勤のある正社員への転換は，全国規模の人事異動に影響す
るので，年 1回に限られる。全正社員 1100 人のうち，地域限定正社員は約 100 人である。
人事担当者は「環境の変化を通じて人は成長する。転勤は重要」と前置きしたうえで，「転
勤を希望しない人も増えている。長く働いてもらうために選択肢を設けた」と話す。同社










広がる。2016 年 8 月には，総合スーパーのイオンリテールが，基本給は同じだが，転勤
の範囲に応じて払われる「エリア給」はないうえ，昇進は原則支社の部長級か店長までに




（53）日本経済新聞 2017 年 6 月 14 日朝刊。
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た。高島屋の山口人事部長も「いい人材が採れれば，地域限定を増やしたい」と話す。（54）
　なお非正社員を限定正社員ではなく正社員に転換する動きもある。例えば，クレジット
































（54）朝日新聞 2017 年 7 月 17 日朝刊。
（55）朝日新聞 2017 年 8 月 15 日朝刊。
（56）朝日新聞 2017 年 7 月 17 日朝刊。
（57）濱口桂一朗「『ジョブ型正社員』という可能性」神野直彦・宮本太郎編『自壊社会からの脱却』（岩波書店，












大する。食品大手のカルービーも 2017 年 4 月，在宅勤務を選べる日を週 2日から最大週





















と労働法の課題』（商事法務，2015 年）89 頁，前掲，和田 71-72 頁・153-154 頁，前掲，荻野 69-71 頁参照。
（59）朝日新聞 2017 年朝刊，7月 24 日朝刊。
（60）朝日新聞 2017 年 7 月 24 日朝刊。
（61）日経新聞 2017 年 8 月 2 日夕刊。
（62）朝日新聞 2017 年 7 月 24 日朝刊。
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ル崩壊後の 1993 年ごろから「就職氷河期」となり非正規雇用労働者のうち 20 歳前半まで
の層での非正規雇用は増加した。15 歳―24 歳（就学中を除くの）非正規雇用労働者比率は，
1993 年に 11.5％に過ぎなかったのに，2013 年には 32.3％に達した。（66），全雇用の中での非
正規雇用の割合は，性別では 1980 年当時女性で過半数（56％）を超えており，非正規雇
用の内部では約 7割を占めている。（67），2012 年には共働き世帯が，787 万の片働き世帯よ






48 歳）の場合，時間当たりの給与は，930 円（69）過ぎず，週 5日勤務でも手取りは月 10 万
円ほどである。2016 年度に最低賃金が 25 円上がったが，増えた手取りは月 2000 円ほど
に過ぎない。貯金はできず，節約のため持病の治療の通院回数を少なくしている。（70）2016












（69）神奈川県の 2016 年度の最低賃金は，一番高い東京の 932 円に次ぐ 2番目に高い 930 円である。



















換を拒否できず承諾したものとみなされ（同法 18 条 1 項前段），その結果，無期契約が成
立し，有期契約が終了した翌日から，無期契約が開始する。その労働条件は，別段の定め
ない限り，従前の有期労働契約の内容である労働条件（契約期間を除く）と同一のものと
される（同条同項後段）。なお，通算 5年の計算は，この規定（労契法 18 条）の施行後（平
成 25 年 4 月 1 日以後）に新規締結あるいは既存の契約の更新で「初日」を迎える有期契

































図るため，2017 年 6 月 23 日，会社員の 11.6％を占める「有期雇用の事務系社員」すべて
2018 年 4 月から順次，転居を伴う移動がない「正社員」に「転換」する方針を明らかに
した。対象は，京都本社や東京・名古屋などの拠点で電話対応や資料作成などをして働く
約 390 人である。そのうち 95％が女性であるという。（77）またコールセンター業界は慢性的


















就労モデルと労働法の課題』（商事法務，2015 年）311-313 頁・317-318 頁・324-339 頁参照。
（77）朝日新聞 2017 年 6 月 24 日朝刊。















や格差問題への社会的関心を受けて，2007 年（平成 19 年）に，全面的に改正された，パー




























（81）日経新聞 2017 年 7 月 14 日朝刊。
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も担える社内資格を持つ人」である。2017 年 8 月中に関東を中心に 20～30 人の採用を始

























（82）朝日新聞 2017 年 8 月 1 日朝刊。
（83）前掲，荒木 46-47 頁参照。
（84）前掲，荒木 49 頁，荒木尚志＝菅野和夫＝山川隆一「詳説労働契約法［第 2版］」（弘文堂，2014 年）89 頁参照。
（85）長町雄一郎「パートタイム労働法の改正」法教 409 号（2014）68-71 頁，奥田香子「改正パートタイム労働
法と均等・均衡待遇」季労 246 号（2014）13-24 頁，緒方桂子「パートタイム労働者に対する処遇の格差是正・
再考―21014 年パートタイム労働法改正を契機として」労旬 1828 号（2014）6-15 頁，櫻庭涼子「公正な待
遇の確保」ジュリ 1476 号（2015）22-28 頁参照。
































同一業務について 1年を超えるは派遣受け入れが禁止される（法 40 条の 2）。1年を超え
て継続して派遣先で就労した派遣労働者については，派遣先は直接雇用の努力義務を負う




（87）前掲，和田 20-21 頁，西谷敏・中野麻美「派遣法改正で雇用を守る」（旬報社，2009 年）64 頁以下，104 頁
参照
（88）派遣社員は，2015 年現在，約 120 万人，2017 年現在，事務職スタッフ約 43 万人で派遣全体の 3割を占め，
職種別で最も多い（日経新聞 2017 年 6 月 29 日朝刊）。
（89）前掲，和田 106 頁。
（90）濱口桂一朗「労働者派遣システムを再考する（2）-登録型派遣の本質」時の法令 1811 号 2008 年 33 頁以下，
同「請負・労働者供給・労働者派遣の再検討」学会誌労働法 114 号 2009 年，88 頁以下。
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された。もっとも製造業の場合，2007 年 3 月以降に期間 1年から 3年に延長された。専
門 26 業務（秘書・通訳・パソコンなどの「事務用機器操作」など）の派遣の更新回数規
制が撤廃され，3年を超える派遣実施が許されることになった。ところが派遣労働者の派

















に短いものが多く，3カ月未満が約 3分の 2である。04 年度の「労働者派遣事業報告書」






にある。その数は，2014 年 6 月現在で 2万 6千人と，2年前に比べて 6割強減った。とは
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が解禁されている。またいわゆる「士業」の労働者派遣はこれまで「業務の専門性を守る
必要がある」などの理由で認められていなかった。しかし民間のニーズが高く，派遣を解






























































バル化等の環境変化を受けて検討すべき “職務基準” の制度の在り方」労働時報　第 3902 号／16.1.8／1.22　
120-122 頁参照）。
（95）前掲，和田 209-212 頁参照。
（96）平成 28 年 12 月の同一労働同一賃金の実現に向けた検討会中間報告 1-5 頁参照。
（97）前掲，和田 142-143 頁参照。
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〔抄　録〕
　雇用の多様化のうち，「正社員の多様化」では限定正社員の意義と問題点を論ずる。「非
正社員の多様化」では，非正社員を①有期契約労働者②パートタイム労働者③派遣労働者
に分類した上で，その動向や課題や法的対応について述べる。例えばパートタイム労働者
に対する法的対応（差別禁止や不合理な相違の禁止又は保護等）等について検討する。最
後に，「同一労働・同一賃金の理念」の下に，日本の労働慣行（年功序列賃金ないし職能
給や人事異動）を踏まえて，「職務給」による漸進的な非正社員の待遇改善を図るべきだ
と主張する。
―231―
穐山守夫：雇用の多様化（2）
